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認知症施策推進基本計画（前文）

（５つの項目）
誰もが認知症になり得る/自分ごととして考える時代へ
基本法に基づく認知症施策の新たな展開、共生社会の実現
「新しい認知症観」に立つ
認知症の人と家族等が参画し、ともに施策を立案、実施、評価
する
認知症の人の地域生活継続のために、多様な主体が連携・協
働する



（誰もが認知症になり得る/自分ごととして考える時代へ）

●高齢化に伴い、認知症の人の数は増加（全国）
・令和４（2022）年の認知症高齢者数は約443万人、軽度認知障害
の高齢者数約559万人と推計され高齢者の約3.6人に1人が認知症
又はその予備軍といえる。

●認知症高齢者の将来推計（全国）
・令和22（2040）年には、全国で約1,200万人（認知症 約584万人、
軽度認知障害 約613万人）となり、高齢者の約3.3人に1人が認知症
又は軽度認知障害になると見込まれる。
・また、令和４（2022）年の若年性認知症の人の数は約3.6万人、18
～64歳人口10万人当たり約50.9人と推計されている。

●認知症高齢者の将来推計（三重県）
・三重県の認知症高齢者数の推計は、令和22（2040）年には認知症
約8.3万人（65歳以上の6.7人に１人）となると見込まれる。（次頁参照）
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認知症施策推進基本計画（前文）



※有病率が上昇すると仮定した場合の推計
令和6年5月8日認知症施策推進関係者会議資料を参考に計算

2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

認知症患者数 68,599 75,992 80,874 82,840 80,899 80,589

MCI患者数 81,894 85,625 86,805 86,732 85,852 86,459
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（参考）認知症高齢者の将来推計（三重県）



（誰もが認知症になり得る/自分ごととして考える時代へ）

●根強く残る誤解や偏見
・認知症になると何もわからなくなり、できなくなるという考え方が、
現在も根強く残っており、認知症になることを受け入れることが難し
い状況がある。
・また、認知症の人が社会的に孤立する、又は認知症の人の意思
が十分に尊重されない状況がいまだにみられる。

●考える時代
・国民一人一人が認知症を自分ごととして理解し、自分自身やその
家族が認知症であることを周囲に伝え、自分らしい暮らしを続けて
いくためにはどうするべきか、考える時代が来ている。
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認知症施策推進基本計画（前文）



● （基本法に基づく認知症施策の新たな展開、共生社会の実現）

・認知症基本法第１条において認知症の人を含めた国民一人一人がその
個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら
共生する活力ある社会（共生社会）の実現を推進する。

● （「新しい認知症観」に立つ）

・ここで示された「新しい認知症観」とは

→認知症になったら何もできなくなるのではなく、認知症になってからも、
一人一人が個人としてできること・やりたいことがあり、住み慣れた地域で
仲間等とつながりながら、希望をもって自分らしく暮らし続けることができる
という考え方である。

・認知症の人を含めた国民一人一人が「新しい認知症観」に立ち、
認知症の人自らの意思によって、多様な主体と共に、日常生活及び
社会生活を営むことができる共生社会を作り上げていく必要がある。
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認知症施策推進基本計画（前文）



● （認知症の人と家族等が参画し、ともに施策を立案、実施、評価する）
・基本法第３条の基本理念は「認知症の人」を主語に記されている。

・認知症の人と家族等が、行政や地域の多様な主体とともに、認知症施策の立案、
実施、評価を行うことを通じて、認知症の人が住み慣れた地域で
自分らしく暮らせるようにするための施策を推進する。

● （認知症の人の地域生活継続のために、多様な主体が連携・協働する）

・認知症の人や家族等が地域生活を営むあらゆる場面で、認知症施策を推進し、
これを社会全体で取り組んでいくことが重要である。
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認知症施策推進基本計画（前文）
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認知症施策推進基本計画
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「第1期認知症施策推進基本計画」中に
達成すべき重点目標等

（重点目標の基本的な考え方）
国民一人一人が「新しい認知症観」を理解していること
認知症の人の生活において、その意思等が尊重されていること

認知症の人・家族等が他の人々と支え合いながら地域で安心し
て暮らすことができること
国民が認知症に関する新たな知見や技術を活用できること



認知症施策の重点目標１
国民一人一人が「新しい認知症観」を理解していること
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プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標

・地域の中で認知症
の人と出会い、その
当事者活動を支援す
る地方公共団体の数

・認知症サポーター
の養成研修に認知
症の人が参画してい
る地方公共団体の数

・認知症希望大使等
の本人発信等の取
組を行っている地方
公共団体の数

・認知症サポーター
の養成者数及び認
知症サポーターが参
画しているチームオ
レンジの数

・認知症や認知症の
人に関する国民の基
本的な知識の理解
度

・国民における「新し
い認知症観」の理解
とそれに基づく振る
舞いの状況



認知症施策の重点目標２
認知症の人の生活においてその意思等が

尊重されていること

プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標

・ピアサポート活動への
支援を実施している地方
公共団体の数

・行政職員が参画する本
人ミーティングを実施して
いる地方公共団体の数

・医療・介護従事者等に、
認知症の人の意思決定
支援の重要性の理解を
促す研修を実施した地方
公共団体の数とその参
加者数

・認知症施策に関して、

ピアサポート活動等を通
じて得られる認知症の人
の意見を反映している地
方公共団体の数

・認知症施策に関して、ピ
アサポート活動等を通じ
て得られる家族等の意見
を反映している地方公共
団体の数

・地域生活の様々な場面
において、認知症の人の
意思が尊重され、本人が
望む生活が継続できてい
ると考える認知症の人及
び国民の割合
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認知症施策の重点目標３
認知症の人・家族等が他の人々と支え合いながら

地域で安心して暮らすことができること

プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標

・部署横断的に認知症施
策の検討を実施している
地方公共団体の数

・認知症の人と家族等が
参画した認知症施策の
計画を策定し、その計画
に達成すべき目標及び
関連指標（KPI）を設定し

ている地方公共団体の
数

・医療・介護従事者に対
して実施した認知症対応
力向上研修の受講者数

・就労支援も含めて個別の相談・
支援を実施していることを明示し
た認知症地域支援推進員や若年
性認知症支援コーディネーターを
設置している地方公共団体の数

・認知症バリアフリー宣言を行って
いる事業者の数

・製品・サービスの開発に参画し
た認知症の人と家族等の人数

・基本法の趣旨を踏まえた認知症
ケアパスの作成・更新・周知を
行っている市町村の数

・認知症疾患医療センターにおけ
る認知症関連疾患の鑑別診断件
数

・自分の想いを伝えることが
できる家族、友人、仲間がい
ると感じている認知症の人の
割合

・地域で役割を果たしている
と感じている認知症の人の割
合

・認知症の人が自分らしく暮
らせると考えている認知症の
人及び国民の割合

・認知症の人の希望に沿った、
保健医療サービス及び福祉
サービスを受けていると考え
る認知症の人の割合 13



認知症施策の重点目標４
国民が認知症に関する新たな知見や技術を活用できること
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プロセス指標 アウトプット指標 アウトカム指標

・国が支援・実施する、認
知症の人と家族等の当
事者の意見を反映させて
いる認知症に関する研究
事業に係る計画の数

・国が支援・実施する、認
知症の人と家族等の意
見を反映させている認知
症に関する研究事業の
数

・国が支援・実施する、認
知症に関する研究事業
の成果が社会実装化さ
れている数
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関連指標の基本的な考え方

関連指標は以下のような段階を設けて設定する

①プロセス指標：認知症施策の立案・実施・評価等におけるプロセスを把握する指標

②アウトプット指標：重点目標に資する認知症施策の実施状況等を把握する指標

③アウトカム指標：認知症の人や家族等、国民の認識を確認することによって、共生
社会の実現状況を把握する指標

※アウトカム指標については、認知症施策の効果が認識の変化に表れるまでには
長期間を要することから、アウトカム指標だけではなく、相対的に短期的な観察指
標となるプロセス指標とアウトプット指標によって効果を評価する。



令和６年１月

共生社会の実現を推進するための認知症基本法 施行

（目的）

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を

総合的かつ計画的に推進する。

⇒認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と

個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会（＝共生社会）の実現を推進

（国の責務）

第４条国は、前条の基本理念にのっとり、認知症施策を総合的かつ計画的に策定し、

及び実施する責務を有する。

（地方公共団体の責務）

第５条地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を

踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた認知症施策を総合的かつ計画的に

策定し、及び実施する責務を有する。
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2 令和７年度の三重県の取組予定
三重県認知症施策推進計画策定について

令和６年１２月
国において、認知症施策推進基本計画 策定
・認知症の本人の声を尊重し、「新しい認知症観」に基づき施策を推進する。
基本的な方向性、基本的施策、第１期基本計画中に達成すべき重点目標等が示された。
・都道府県・市町村の計画策定は、国の計画を踏まえて策定。（認知症の人及び家族等の意見
を聴く。）（努力義務）



令和７年 ８月 三重県認知症施策推進会議

９月 三重県高齢者福祉専門分科会

１０月 常任委員会（骨子案）

＊認知症施策推進会議委員に意見聴取

１１月 三重県高齢者福祉専門分科会

１２月 常任委員会（中間案）

＊認知症施策推進会議委員に意見聴取

パブリックコメントの実施

令和８年１月～２月 三重県高齢者福祉専門分科会

３月 常任委員会（最終案） 17

令和７年度の三重県の取組予定
（１）主な新規事業 三重県認知症施策推進計画策定について

三重県認知症施策推進計画策定に向けた今後のスケジュール
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令和７年度の三重県の取組予定
（２）主な新規事業 三重県認知症本人大使の任命について

認知症の人が自らの言葉
で語り、認知症になってから
も希望を持って前を向いて暮
らすことができている姿等を
積極的に発信することができ
るよう、認知症本人大使を任
命し、活動を支援します。
共生社会の実現を推進す
るための基盤である基本的
人権及びその尊重について
の理解を推進します。
その上で、「新しい認知症
観」の普及が促進されるよう、
認知症の人が発信すること
により、県民一人一人が認
知症に関する知識及び認知
症の人に関する理解を深め
ることを目標として取り組み
ます。
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